
女性活躍推進法第１９条第６項に基づく実施状況の公表 

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）第１９条第

６項の規定に基づき、龍ケ崎地方塵芥処理組合における行動計画に基づく取組の実施状況

を下記のとおり公表いたします。 

 

目標 令和６年度 令和７年度 

年次休暇を１４日以上取

得した職員の割合を１０

０％にする。 

７３．３％ ７１．４％ 

育児休業の取得対象とな

る職員がいた場合は、５日

以上育児休業を取得した

職員の割合を１００％に

維持する。 

男性職員 

該当者なし 

女性職員 

該当者なし 

男性職員 

該当者なし 

女性職員 

該当者なし 

配偶者出産休暇及び育児

参加のための休暇の取得

対象となる職員がいた場

合は、合計５日以上取得し

た男性職員の割合を１０

０％に維持する。 

該当者なし 該当者なし 

介護に関する休暇や休業

について職員に周知し、希

望者が取得しやすい環境

を整える。 

実施 

※介護に関する休暇を希望

した職員は、いない。 

※職員へ介護に関する休暇

や休業について周知した。 

実施 

※介護に関する休暇を希望

した職員は、いない。 

※職員へ介護に関する休暇

や休業について周知した。 

 



令和７年度龍ケ崎地方塵芥処理組合における女性の職業選択に資する情報の公表 

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）第２１条の

規定に基づき、龍ケ崎地方塵芥処理組合における女性の職業選択に資する情報を下記のと

おり公表いたします。 

 公表項目 令和６年度 令和７年度 

１ 採用した職員に占める女

性職員の割合 

職員の採用を行っていない。

（ただし、人事交流による人

事異動あり。） 

職員の採用を行っていない。

（ただし、人事交流による人

事異動あり。） 

２ 採用試験の受験者の総数

に占める女性の割合 

職員の採用を行っていない。 職員の採用を行っていない。 

３ 職員に占める女性の割合 行政職 （１２人中２人） 

１６．７％ 

技能労務職 （３人中０人） 

０％ 

行政職 （１１人中２人） 

１８．２％ 

技能労務職 （３人中０人） 

０％ 

４ 管理職（課長補佐職以上を

いう。以下同じ。）に占める

女性職員の割合 

行政職 （５人中０人） 

０％ 

技能労務職  

０％ 

行政職 （４人中０人） 

０％ 

技能労務職  

０％ 

５ 各役職段階にある職員に

占める女性職員の割合（併

せてその前年度からの伸

び率） 

事務局長、次長職 

（１人中０人） 

割合  ０％ 

伸び率 ０pp 

課長相当職（２人中０人） 

割合  ０％ 

伸び率 ０pp 

課長補佐相当職 

（２人中０人） 

割合  ０％ 

伸び率 ０pp 

係長相当職（４人中１人） 

割合  ２５．０％ 

伸び率 ０pp 

その他の職（６人中１人） 

割合  １６．７％ 

伸び率 ０pp 

事務局長、次長職 

（１人中０人） 

割合  ０％ 

伸び率 ０pp 

課長相当職（２人中０人） 

割合  ０％ 

伸び率 ０pp 

課長補佐相当職 

（１人中０人） 

割合  ０％ 

伸び率 ０pp 

係長相当職（４人中１人） 

割合  ２５．０％ 

伸び率 ０pp 

その他の職（６人中１人） 

割合  １６．７％ 

伸び率 ０pp 



６ 中途採用の男女別実績 中途採用を行っていませ

ん。 

中途採用を行っていませ

ん。 

７ セクシュアルハラスメン

ト等対策の整備状況 

・ 研修や制度の周知の 

ための取組は、行ってい

ない。 

・ 相談窓口は設置してい

る。 

・ 対応マニュアルの策定、

周知のための取組は、行

っていない。 

・ 研修や制度の周知の 

ための取組は、行ってい

ない。 

・ 相談窓口は設置してい

る。 

・ 対応マニュアルの策定、

周知のための取組は、行

っていない。 

８ 離職率の男女の差異及び

平均継続勤務年数の男女

の差異 

※ 任期の定めのない職員

を対象としている。 

※ 離職率は、自己都合に

よる退職者を対象として

いる。 

男性職員 （１３人中０人） 

離職率 ０％ 

平均勤務年数  

１９．８年 

女性職員 （２人中０人） 

離職率 ０％ 

平均勤務年数  

１８．０年 

男性職員 （１２人中０人） 

離職率 ０％ 

平均勤務年数  

２１．９年 

女性職員 （２人中０人） 

離職率 ０％ 

平均勤務年数  

２０．０年 

９ 男女別の育児休業取得率 男性職員 

該当者なし 

女性職員 

該当者なし 

男性職員 

該当者なし 

女性職員 

該当者なし 

１０ 男性職員の配偶者出産休

暇及び育児参加のための

休暇の取得率 

該当者なし 該当者なし 

１１ 超過勤務の上限を超えた

職員数 

※ 超過勤務の上限は、１

月当たり４５時間、年間３

６０時間です。（次の項に

おいて同じ。） 

管理職 （５人中０人） 

管理職以外の職員 （１０人

中０人） 

管理職 （４人中０人） 

管理職以外の職員 （１０人

中０人） 

１２ 超過勤務の上限を超えた

職員数（職種ごと） 

行政職  （１２人中０人） 

技能労務職 （３人中０人） 

行政職  （１１人中０人） 

技能労務職 （３人中０人） 

１３ 職員のうち、管理職以外の

職員一人当たりの一月当

たりの超過勤務時間数 

０時間 ０時間 



１４ 年次休暇等の取得状況 ⑴ 年次休暇を２０日付与

された者の平均取得日数

１７.２日 

⑵ 年次休暇の取得日数が

５日未満の職員の割合  

０％ 

⑴ 年次休暇を２０日付与 

された者の平均取得日数  

１７．１日 

⑵ 年次休暇の取得日数が

５日未満の職員の割合  

０％ 

１５ 年次休暇等の取得状況 

（職種ごと） 

⑴ 年次休暇を２０日付与

された者の平均取得日数 

 行政職 １６．０日 

 技能労務職 ２０.０日 

⑵ 年次休暇の取得日数が

５日未満の職員の割合   

行政職     ０％ 

 技能労務職 ０％ 

⑴ 年次休暇を２０日付与

された者の平均取得日数 

 行政職 １６．３日 

 技能労務職 ２０.０日 

⑵ 年次休暇の取得日数が

５日未満の職員の割合   

行政職     ０％ 

 技能労務職 ０％ 

 


